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 （目的） 

第１条 この要綱は、土地及び家屋に対して課する固定資産税及び都市計画税

（以下「固定資産税等」という。）について、過誤納金（地方税法（昭和２

５年法律第２２６号。以下「法」という。）の規定に基づき還付すべきもの

を除く。以下同じ。）が生じた場合に、返還金を納税者に支払うことにより、

納税者の不利益を補てんし、税務行政の公平の確保と信頼の回復を図ること

を目的とする。 

 （支出の根拠） 

第２条 返還金は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３２条の２の

規定に基づき支出するものとする。 

 （返還金支払対象者） 

第３条 市長は、過誤納金が生じたときは、当該過誤納金に係る納税者に対し、

返還金を支払う。 

２ 前項に規定する納税者が死亡し、相続が開始されたときは、その相続人に

返還金を支払う。 

３ 市長は、返還金を支払うことが第１条の目的に合致しないと認められると

きは、返還金を支払わないことができる。 

 （返還金の額等） 

第４条 返還金の額は、次に掲げる額の合計額とする。 

 ⑴ 過誤納金のうち本税に相当する額 

 ⑵ 利息相当額 

２ 前項第１号の額は、固定資産課税台帳等によって算定するものとする。こ

の場合において、返還の対象となる過誤納金は、原則として法第１８条の３

の規定による還付金の消滅時効完成日から５年を経過していないものとする。

ただし、納税者が提示する領収書等によって当該税額が確認できるものにつ

いては、この限りでない。 



３ 延滞金納付額については、返還金の支払対象としない。 

４ 第１項第２号の額は、当該固定資産税等の法定納期限の翌日から返還金の

支出を決定した日までの期間の日数に応じ、過誤納金のうち本税に相当する

額に法定納期限の翌日における法定利率を乗じて計算した金額とする。 

 （端数計算） 

第５条 前条第１項の額に端数があるときは、返還金支出決定時における法第

２０条の４の２の規定を準用する。 

 （返還金の請求） 

第６条 返還金の支払を受けようとする返還対象者は、市長に対し返還金の支

払を請求するものとする。 

 （返還金の通知） 

第７条 市長は、前条の規定による請求があったときは、返還金の額を確定し、

請求者に通知しなければならない。 

 （返還金の支払） 

第８条 市長は、前条の規定により通知したときは、速やかに返還金を請求者

に支払わなければならない。 

 （充当の禁止） 

第９条 返還対象者に納付又は納入すべき市税に係る未納の徴収金がある場合

においても、返還金を当該徴収金に充当することはできないものとする。 

 （返還金の返還） 

第１０条 市長は、虚偽その他不正な手段により返還金の支払を受けた者があ

るときは、次に掲げる額の合計額をその者から返還させるものとする。 

 ⑴ 支払を受けた額 

 ⑵ 支払を受けた日から返還された日までの日数に応じ、前号の額に支払を 

受けた日における法定利率を乗じて計算した額 

 （委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この訓は、平成１８年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この訓の施行前に合併前の津市固定資産税等過誤納金に係る返還金支払要

綱（平成９年津市訓第２号）、香良洲町固定資産税等過誤納金返還支払要綱



（平成９年３月２５日制定）、一志町固定資産税等過誤納金返還支払要綱

（平成９年一志町告示第６号）、白山町固定資産税過誤納金返還支払要綱

（平成９年白山町要綱第１号）又は美杉村固定資産税過誤納金返還支払要綱

（平成９年美杉村要綱第７号）の規定によりなされた処分、手続その他の行

為は、それぞれこの訓の相当規定によりなされた処分、手続その他の行為と

みなす。 

   附 則（平成２６年１０月３１日訓第８０号） 

 この訓は、平成２６年１１月１日から施行する。 

  附 則（令和２年６月２９日訓第４８号） 

１ この訓は、令和２年７月１日から施行する。 

２ この訓の施行の日前に生じた返還金に係る第４条第１項第２号に掲げる額 

及び同日前に支払を受けた返還金に係る第１０条第２号に掲げる額について 

は、なお従前の例による 

 


